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連結会計における支配獲得後の子会社株式の一部売却に関する会計処理
―親会社説に基づく利益と経済的単一体説に基づく利益の両立に向けた課題―
山 下 奨
１ はじめに
２００７年末から２００８年初にかけて、２００１年から開始された米国財務会計審議会（FASB）と国際
会計基準審議会（IASB）のコンバージェンスプロジェクトの１つである企業結合プロジェクト
によって行われた成果として、各審議会から企業結合会計基準の改訂版が公表された１。同時に
連結会計基準についても改訂が行われ、FASBからは２００７年１２月に財務会計基準書（SFAS）第
１６０号「連結財務諸表における非支配持分」（FASB２００７b）が公表され、IASBからは２００８年１月
に国際会計基準（IAS）改訂第２７号「連結及び個別財務諸表」（IASB２００８b）が公表された２。そ
の後、IAS第２７号の規定は、２０１１年に公表された IFRS第１０号「連結財務諸表」（IASB２０１１）に
引き継がれている。
日本でも、この FASBと IASBとで共同で行われた企業結合プロジェクトで取り上げられた論
点等に対応するため、企業会計基準委員会（ASBJ）で審議が行われた。その結果、２０１３年９月、
改正企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会２０１３c）が公表さ
れ、合わせて改正企業会計基準第２２号「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会
２０１３d）（２０１３年改正連結会計基準）も公表された。企業会計基準委員会（２０１３d）では、FASB
（２００７b）および IASB（２００８b）と同様に、支配獲得後の、子会社株式の追加取得、子会社株式
の一部売却（親会社と子会社の支配関係が継続しているとき）、および子会社の時価発行増資等
といった非支配株主との取引は、損益取引ではなく資本取引とされ、当該取引に伴う親会社の持
分変動による差額は資本剰余金として損益には含めないことが要求されている（企業会計基準委
員会２０１３，２８－３０項、５３―２項）。
本稿では、非支配株主との取引のうち、支配関係が継続する支配獲得後の子会社株式の一部売
却に焦点を当てる。親会社説と経済的単一体説といった連結基礎概念から導かれる会計処理は、
後述するように、のれんの未償却額の処理や一部売却において生じる差額の処理など、いくつか
の違いを生じさせる。親会社説では、親会社に帰属する資本（株主資本）に対応する親会社株主
に帰属する利益が重視される一方、経済的単一体説では、親会社に加えて非支配株主も含めた資
本に対応する企業集団全体に帰属する利益が重視され、一部売却を含めた非支配株主との取引に
おいて、大きな差異が生じることとなる。
本稿の目的は、支配獲得後の子会社株式の一部売却に関する会計処理について、親会社説に基
づく親会社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益の両立に
向けた課題を検討することにある。本稿の特徴は、課題を指摘したうえで、親会社説に基づく親
会社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益の両立が難しい
１ １つは、２００７年１２月、FASBから公表された財務会計基準書（SFAS）改訂第１４１号「企業結合」（FASB
２００７a）であり、もう１つは、２００８年１月、IASBから公表された国際財務報告基準（IFRS）改訂第３号「企
業結合」（IASB２００８a）である。
２ FASB（２００７b）は、CAP（１９５９）の改訂版である。
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ことを示しているところにある。
以下、第２節では、非支配株主との取引のうち支配獲得後の一部売却に関する規定を概観する。
第３節では、一部売却の会計処理の課題を整理する。第４節では、その課題の解決策を検討する。
第５節では、結論を述べる。
２ 支配獲得後の子会社株式の一部売却に関する諸規定
本節では、支配獲得後の子会社株式の一部売却に関する諸規定を概観する。IFRS第１０号のほ
か、日本基準については、２０１３年改正連結会計基準の適用時期が２０１５年４月１日以後（２０１４年４
月１日以後早期適用可能）であるため、２００８年１２月に公表された企業会計基準第２２号「連結財務
諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会２００８b）（２００８年連結会計基準）と２０１３年改正連
結会計基準の両方を取り上げる。
２．１ IFRSにおける支配獲得後の子会社株式の一部売却の規定
IFRSでは、支配獲得後の非支配株主持分との取引は、２００８年に修正された IAS第２７号の規定
を引き継いだ、２０１１年に公表された IFRS第１０号「連結財務諸表」（IASB２０１１）に規定されてい
る。
IFRS第１０号では、親会社の子会社に対する所有持分の変動のうち、親会社の子会社に対する
支配の喪失とならないものは、資本取引（すなわち、所有者としての立場での所有者との取引）
であるとされている（IASB２０１１，２３項）３。したがって、支配を喪失しない結果となる子会社株
式の取得または売却取引から損益は生じない。他方で、株式の売却等によって支配を喪失した場
合には、生じた差額について、利得又は損失として親会社に帰属する純損益に認識することなど
が要求されている（IASB２０１１，２５項）。
非支配持分が保有している持分の割合が変動した場合には、子会社に対する相対的持分の変動
を反映するために、支配持分と非支配持分の帳簿価額を修正しなければならないとされ、非支配
持分の修正額と支払対価又は受取対価の公正価値との差額を、資本に直接認識し、親会社の所有
者に帰属させなければならないとされている（IASB２０１１，B９６項）。なお、資本の具体的な内訳
項目に関する制約は、親会社への帰属以外には付されていない。
なお、２００８年の IAS第２７号「連結及び個別財務諸表」の修正は、国際会計基準審議会の１４名
の審議会メンバーのうち９名により、公表が承認されたが、非支配持分及び子会社に対する支配
の喪失の会計処理について、残りの５人から反対意見が表明された（IASB２００８b）４。このように、
必ずしも全会一致で承認されたわけではない。
２．２ ２００８年連結会計基準における支配獲得後の子会社株式の一部売却の規定
２００８年連結会計基準では、子会社株式の一部売却について、親会社と子会社の支配関係が継続
している場合、売却した株式に対応する持分を親会社の持分から減額し、少数株主持分を増額し、
売却による親会社の持分の減少額と投資の減少額との間に生じた差額は、子会社株式の売却損益
の修正として処理し、売却に伴うのれんの償却額についても同様に処理するとされている（企業
３ 支配獲得後の非支配株主持分との取引による影響は、IFRS任意適用企業の SBIホールディングス等の
開示で見ることができる。
４ その５名は、Philippe Danjou、Jan Engström、Robert P Garnett、Gilbert Gélardおよび Tatsumi Yamada
である。
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会計基準委員会２００８b，２９項）。
また、子会社株式の売却等により被投資会社が子会社及び関連会社に該当しなくなった場合、
連結財務諸表上、残存する当該被投資会社に対する投資は、個別貸借対照表上の帳簿価額をもっ
て評価するとされている（企業会計基準委員会２００８b，２９項）。この規定は、支配の喪失時に残
存投資の公正価値評価を行う IFRS第１０号（IASB２０１１，２５項）の取扱いとは異なっている５。
２．３ ２０１３年改正連結会計基準における支配獲得後の子会社株式の一部売却の規定
２０１３年９月に公表された改正企業会計基準第２１号「企業結合に関する会計基準」（２０１３年改正
基準）（企業会計基準委員会２０１３c）では、非支配株主との取引については、連結会計基準にお
ける子会社株式の追加取得及び一部売却等の取扱い（連結会計基準第２８項から３０項）に準じて処
理することが求められている（企業会計基準委員会２０１３c，４６項）６。
その連結会計基準である改正企業会計基準第２２号「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会
計基準委員会２０１３d）においては、追加取得、一部売却、時価発行増資等の非支配株主との取
引は、損益取引ではなく資本取引とされ、当該取引に伴う親会社の持分変動による差額は資本剰
余金として損益には含めないことが要求されている（企業会計基準委員会２０１３d，２８－３０項、
５３―２項）。その理由は、従来の会計処理方法による実務上の課題に対して最も簡潔に対応する方
法が、損益取引の範囲を狭めることであるとも考えられたためとされている（企業会計基準委員
会２０１３d，５１―２項）７。
子会社株式の一部売却については、親会社と子会社の支配関係が継続する場合、売却した株式
に対応する持分を親会社の持分から減額し、非支配株主持分を増額し、売却による親会社の持分
の減少額と売却価額との間に生じた差額は資本剰余金とするよう求められている（企業会計基準
委員会２０１３d，２９項）。なお、のれんを減額する場合における実務上の負担や、のれんを減額し
ないこととしている国際的な会計基準における取扱い等を総合的に勘案して、支配獲得時に計上
したのれんの未償却額を減額しないこととされている（企業会計基準委員会２０１３d，６６―２項）。
この規定は、おおむね IFRS第３号と同様である。ただし、差額について、資本剰余金を含めて
単に資本への振替を求める IFRS第１０号（IASB２０１１，B９６項）と異なり、資本剰余金のみへの振
替が要求される点が異なっている８。
２０１３年１月公表の企業会計基準公開草案第５０号（企業会計基準第２２号の改正案）「連結財務諸
５ この違いは、たとえば、日本基準から IFRSへ移行した企業の IFRS任意適用前後の数値に大きな影響
を与えうる。資本および利益に大きな影響があると、任意適用前後で親会社所有者帰属持分当期純利益率
（ROE）などの資本利益率が大きく変わる可能性がある。
６ そのほか、旧来の当期純利益を親会社株主に帰属する当期純利益とし、非支配株主に帰属する当期純
利益控除前の利益を当期純利益と表示すること、少数株主持分を非支配株主持分と名称変更すること、
取得関連費用は、取得原価に含めず、発生した事業年度の費用とすること、暫定的な会計処理が確定
した場合、企業結合年度の翌年度の特別損益から企業結合年度の財務諸表に取得原価の配分額の見直しを
反映させることなどが、主な改正点となっている。なお、適用時期について、子会社株式の追加取得等の
会計処理、取得関連費用の取扱い、暫定的な会計処理の確定の取扱いは、２０１５年４月１日以後開始する連
結会計年度および事業年度の期首から適用（早期適用は２０１４年４月１日以後開始する連結会計年度および
事業年度の期首から可能）とされ、表示は２０１５年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用（早
期適用禁止）とされている。
７ ただし、日本が重視する親会社投資の視点からは、非支配株主との取引を資本取引と位置付けることに
ついて、理論的に導き出すことは必ずしも容易ではないということも合わせて述べられている。
―１４８―
表に関する会計基準（案）」（企業会計基準委員会２０１３b）では、のれんの未償却額のうち売却
した株式に対応する額も、売却持分と同様に売却価額から控除し、これらの差額を資本剰余金と
することが提案されていた（企業会計基準委員会２０１３b，２９項）９。これは、購入のれん方式を採
用している現行の連結会計基準において、のれんは投資原価の一部であり、また、親会社持分相
当額しか計上されていないため、他の資産及び負債とは異なるものであること、さらに、のれん
の未償却額を減額しない場合、一部売却した親会社持分相当額に対応するのれんの償却費が次期
以降にも認識され、「親会社株主に帰属する当期純利益」が適切ではないという考え方に基づく
ものであった（企業会計基準委員会２０１３d，６６―２項）。公開草案に寄せられたコメントを踏ま
えた審議の過程では、支配獲得後は支配が継続している限り、償却や減損を除き、のれんを減額
すべきではないという考え方に基づく意見のほか、支配獲得後の追加取得時にはのれんが追加計
上されない一方、一部売却時にのれんを減額すると、追加取得時の会計処理と整合した取扱いに
はならないという意見も寄せられたという（企業会計基準委員会２０１３d，６６―２項）。
なお、今までの規定と同様、子会社株式の売却等により被投資会社が子会社及び関連会社に該
当しなくなった場合、連結財務諸表上、残存する当該被投資会社に対する投資は、個別貸借対照
表上の帳簿価額をもって評価する（企業会計基準委員会２０１３d，２９項）とされている。この規
定は、支配の喪失時に残存投資の公正価値評価を行う IFRS第１０号（IASB２０１１，２５項）の取扱い
とは異なっている。
３ 一部売却の会計処理の課題
本節では、一部売却の会計処理の課題として、親会社説に基づく利益と経済的単一体説に基づ
く利益のズレを指摘し、設例をもとにそれぞれの説に基づく一部売却の会計処理を説明する。
３．１ 親会社説に基づく利益と経済的単一体説に基づく利益
桜井（２００８）（２０１４）、山地（２０１４）では、連結基礎概念である親会社説と経済的単一体説を比
較した図表等で、親会社説からは支配獲得後の非支配株主との取引が損益取引とみなされること、
経済的単一体説からは支配獲得後の非支配株主との取引が資本取引とみなされることが示されて
いる１０。梅原（２０１０）では、非支配株主との取引と連結基礎概念との関係が検討されている。
山下（２００８）では、経済的単一体説を採っているとみられる FASB（２００５）（最終基準である
FASB（２００７）の公開草案）の方法では、親会社説に基づく利益が開示されえないことを指摘し、
８ たとえば、２０１３年１月に ASBJより公表された企業会計基準公開草案第４９ 号（企業会計基準第２１ 号の
改正案）「企業結合に関する会計基準（案）」等への日本証券アナリスト協会からのコメントでは、理由を
明らかにするべきだという意見があった。
９ 企業会計基準委員会（２０１３b）も、最終基準と同様に、企業結合プロジェクトによるものであり、同時
に、企業会計基準公開草案第４９号（企業会計基準第２１号の改正案）「企業結合に関する会計基準（案）」（企
業会計基準委員会２０１３a）が公表されている。
１０ 桜井（２００８）（２０１４）、山地（２０１４，１２２，１２８）では、その他に、親会社説からは購入のれん方式が採ら
れること、経済的単一体説からは全部のれん方式が採られること等が示されている。一方で、それほど単
純ではないという見方も少なくない。黒川（１９９８）、高須（１９９８）、川本（２０００）では、経済的単一体説と
購入のれん方式のつながりの可能性や連結基礎概念の限界が示されている。たとえば、黒川（１９９８）では、
経済的単一体説・全部のれん説（全部のれん方式）、経済的単一体説・購入のれん説（全面時価評価法）、
親会社説（部分時価評価法）、比例連結の４つの視点から検討されている。さらに、秋葉（２０１４a）でも、
経済的単一体説（狭義）と経済的単一体説（広義）があると考えたほうがよいとされている。
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図表１ 連結基礎概念と２つの利益の関係
親会社株主（支配持分）に帰属する利益 企業集団全体に帰属する利益
親会社説  
経済的単一体説  
（山下２００８を一部修正）
減損相当額を注記で示すことを示している。包括利益表示を詳細に検討している田中（２０１２）で
も、経済的単一体説に基づく利益と親会社説に基づく利益の調整の必要性が指摘されている（田
中２０１２，６７）。
経済的単一体説を採用しているといわれる IASB（２００８b）においては、これらの支配獲得後
の非支配持分との取引は、資本取引であり、そこから損益は生じないことが示されている。しか
し、そこでは、図表１の経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益だけではなく、
親会社に帰属する利益を開示することが要求されている（IASB２００８b）。そこで開示される利益
は、親会社説に基づく親会社株主（支配持分）に帰属する利益ではなく、経済的単一体説に
基づく親会社株主（支配持分）に帰属する利益である。
の親会社に帰属する利益を表示するためには、支配獲得後の非支配株主との取引は、資本取
引ではなく、損益取引として認識されるべきであると考えられる。そうすると、非支配株主との
取引について、親会社株主に帰属する利益を表示または開示する段階では、損益を計上する一方
で、企業集団全体に帰属する利益を表示または開示する段階では、それらの損益を相殺すること
が求められるように思われる。親会社にとっての利益計算を完遂するための支配持分と非支配持
分の区分という観点からいえば、支配獲得後の非支配株主との取引を資本取引とすることは、適
切ではないのである。
３．２ 設例による説明
ここでは、設例をもとに、支配獲得後の子会社株式の一部売却について、親会社説を採ってい
る企業会計基準委員会（２００８b）と経済的単一体説を採っている企業会計基準委員会（２０１３d）
に基づくと、どのような会計処理が行われるのか説明する１１。
１１ ここでの仕訳や図表は、日本公認会計士協会（２０１４）を参照している。上田（２０１４）では、企業会計基
準委員会（２００８b）や企業会計基準委員会（２０１３b）を含めた、一部売却の会計処理の詳細な検討が行われ
ている。また、秋葉（２０１４b）では持分法適用関連会社になる場合を含めた一部売却の会計処理、秋葉（２０１４
c）では一部売却における OCIの扱い、秋葉（２０１４d）では一部売却の税効果会計が、それぞれ説明され
ている。
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図表２ 支配獲得後の子会社株式の一部売却の設例（親会社説）
【設定】（単位は省略）
１．新規取得年度（X１年３月３１日）
ア．P社は S社株式８０％を X１年３月３１日に現金７００で取得し、S社を連結子会社とした。
イ．P社の個別貸借対照表：資産８００（うち S社株式７００） 負債０ 資本金８００
ウ．S社の個別貸借対照表：資産５００ 負債１００ 資本金３００ 繰越利益剰余金１００
エ．S社の資産のうち土地は１００（簿価）であり、その時価は X１年３月３１日３００である。
２．翌年度（X２年３月３１日）
ア．P社は S社株式２０％を X２年３月３１日に２００で一部売却し（合計６０％、個別財務諸表上の取得
原価５２５）、株式売却益２５を計上した。なお、P社による S社の支配は継続するものとする。
イ．P社の個別貸借対照表 資産８２５（うち S社株式５２５） 負債０ 資本金８００ 繰越利益剰余金２５
ウ．S社の個別貸借対照表（修正前）資産７００ 負債１００ 資本金３００ 繰越利益剰余金３００（うち当
期純利益２００）
エ．S社の資産のうち土地は１００（簿価）であり、その時価は X２年３月３１日３００である。
オ．のれんは１０年で償却を行う。
（１） X２年３月３１日の連結修正仕訳（開始仕訳）１２
（借方） 資 本 金 ３００ （貸方） S 社 株 式 ７００
繰越利益剰余金 １００ 非支配株主持分 １２０
評 価 差 額 ２００
の れ ん ２２０
S社株式７００－（資本金３００＋繰越利益剰余金１００＋評価差額２００）×P社持分８０％＝２２０
（資本金３００＋繰越利益剰余金１００＋評価差額２００）×非支配株主持分２０％＝１２０
（２） X２年３月３１日の連結修正仕訳（のれんの償却）
（借方） の れ ん 償 却 ２２ （貸方） の れ ん ２２
のれん２２０÷償却年数１０＝４２
（３） X２年３月３１日の連結修正仕訳（非支配株主に帰属する当期純利益の計上）
（借方）
非支配株主に帰属
する当期純利益
４０ （貸方） 非支配株主持分 ４０
当期純利益２００×非支配株主持分比率２０％＝４０
（４） X２年３月３１日の連結修正仕訳（一部売却に伴う親会社の持分変動の処理）１３
（借方） S 社 株 式 １７５ （貸方） 非支配株主持分 １６０
株 式 売 却 益 ２５ の れ ん ４９．５
株 式 売 却 損 ９．５
S社株式７００×（売却持分２０％／親会社持分８０％）＝１７５
（資本金３００＋繰越利益剰余金３００＋評価差額２００）×非支配株主取得持分２０％＝１６０
（のれん２２０－のれん償却２２）×（売却持分２０％／親会社持分８０％）＝４９．５
	売却持分１６０＋のれんの未償却額４９．５－投資の減少額１７５－個別上の株式売却益の修正２５＝９．５
１２ S社株式の取得や評価差額の計上等の個別上の会計処理は省略している。
１３ 株式売却益と株式売却損は、株式売却損益としてまとめることもできるが、個別上の損益の消去部分と
連結上の損益の部分とをはっきりさせるため、分けて示している。
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図表４ 支配獲得後の子会社株式の一部売却の設例（経済的単一体説）
（設定および（１）から（３）までは図表２と同じなので、省略）
図表５ 支配獲得後の子会社株式の一部売却における投資と資本の関連図（経済的単一体説）
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図表２の（４）と図表３にあるように、親会社説を採っている企業会計基準委員会（２００８b，
２９項）に従えば、支配獲得後の子会社株式の一部売却によって生じる、親会社の持分の減少額（売
却持分）と投資の減少額との差額は、子会社の売却損益の修正とされる。この売却損益の修正に
はのれんの未償却額１９８のうち、売却した株式に対応する部分（２０％部分）４９．５が加わるため、
のれんの未償却額４９．５を含む親会社の持分の減少額（売却持分）２０９．５と投資の減少額１７５との差
額３４．５が子会社の売却損益の修正となる。
（４） X２年３月３１日の連結修正仕訳（一部売却に伴う親会社の持分変動の処理）
（借方） S 社 株 式 １７５ （貸方） 非支配株主持分 １６０
株 式 売 却 益 ２５ 資 本 剰 余 金 ４０
S社株式７００×（売却持分２０％／親会社持分８０％）＝１７５
（資本金３００＋繰越利益剰余金３００＋評価差額２００）×非支配株主取得持分２０％＝１６０
S社株式１７５＋株式売却益２５－非支配株主持分１６０＝４０
図表３ 支配獲得後の子会社株式の一部売却における投資と資本の関連図（親会社説）
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図表４の（４）と図表５にあるように、経済的単一体説を採っている企業会計基準委員会（２００８
b，２９項）に従えば、支配獲得後の子会社株式の一部売却によって生じる、親会社の持分の減少
額（売却持分）１６０と売却価額２００との差額は、資本剰余金とされる１４。ここで売却持分と比較さ
れるのは、投資の減少額ではなく売却価額である。また、のれんの未償却額１９８のうち、売却持
分に対応する部分（２０％部分）は減少させない。
親会社説に基づく親会社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属す
る利益の違いは、このようなのれんの未償却額の扱いや一部売却によって生じる差額の扱いに起
因している。次節では、この２つの違いを中心にして、親会社説に基づく親会社株主に帰属する
利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益が両立されうるのかについて検討す
る。
４ 一部売却における会計処理の検討
４．１ のれんの未償却額の扱い
先述のように、親会社説と経済的単一体説とで、売却持分と比較される対象が異なる。親会社
説では投資の減少額であるのに対し、経済的単一体説では売却価額である。さらに、親会社説で
用いられる売却持分には、売却持分に対応するのれんの未償却額が含まれ、その分だけ連結上の
持分変動差額（売却損益）が減少することになる。一方、経済的単一体説で用いられる売却持分
には、のれんの未償却額が含まれておらず、その分だけ経済的単一体説による連結上の持分変動
差額（現行基準では資本剰余金）が親会社説によるそれよりも大きくなる傾向にある。追加取得
では、購入のれん方式であれば、親会社説に基づく会計処理も経済的単一体説に基づく会計処理
も、差額の測定方法は変わらず、のれんと資本剰余金といった差額の性質が異なるのみである。
一部売却では、差額の測定方法も性質（勘定科目）も変わる点で、より複雑といえる。
企業会計基準委員会（２０１３d）で減額されないのれんの未償却額は、非支配株主持分に振り替
えられることは要求されておらず、非支配株主に帰属するのれんが計上されることはない。この
ように購入のれん方式のもとで親会社株主に帰属するのれんの未償却額が減額されないと、親会
社株主に帰属するのれんが過大計上されることになる１５。さらに、このような過大計上があると、
事後の償却・減損時にのれんが減額されるときに、過大計上分ののれんに関する償却費や減損損
失が遅れて認識されることになる。
親会社説では、一部売却時に売却持分に対応する分だけのれんを含めた投資の回収が行われた
とみられるため、投資の一部であるのれんの未償却額を減額しないのは、問題がある。一方、経
済的単一体説では、償却や減損を除いて、のれんを減少させることは基本的にない。経済的単一
体説のもとで全部のれん方式を採用する場合、売却持分に対応して親会社株主に帰属するのれん
を非支配持分に帰属するのれんに振り替えることで、親会社株主に帰属するのれんの過大計上を
避けることができる。上記のような問題は、購入のれん方式と経済的単一体説の相性がよくない
ことを示しているのかもしれない。
４．２ 差額の扱い
一部売却において持分変動差額が生じる場合、その性質が問題となる。以下では、売却損益、
１４ 規定上、逆のケースである売却持分が売却価額よりも大きい場合も、符号は逆であるが、資本剰余金と
なる。
１５ この点につき、上田（２０１４）では購入のれん方式の見直しが提案されている 。
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資本剰余金、利益剰余金、その他の包括利益（OCI）の４つに分けて、検討する。
（１） 売却損益
設例でみたように、親会社説では、支配獲得後の子会社株式の一部売却は、損益取引であり、
企業会計基準委員会（２００８b）に従えば、差額が生じる場合は売却損益の修正として処理される。
個別上の損益が消去されるだけではなく、連結上の損益が新たに生じうる。しかし、窪田（２０１３）
では、投資家の視点から、連結上の利益調整の誘因となりうるような、支配関係が継続する子会
社株式の一部売却に伴う差額の損益算入への強い違和感が示され、親会社説に基づく会計処理が
批判されている（窪田２０１３，４７）１６。売却損益とすると、経済的単一体説に基づく企業集団全体に
帰属する利益を表示することはできず、両立はできない。
（２） 資本剰余金
設例でみたように、経済的単一体説では、支配獲得後の子会社株式の一部売却は、資本取引で
あり、企業会計基準委員会（２０１３d）に従えば、差額が生じる場合は資本剰余金として処理され
る。IASB（２００８b）や企業会計基準委員会（２０１３d）のように連結上の売却損益が出ないことは、
投資家から評価されているようである（窪田２０１３等）。
しかし、川本（２０１３）や大雄（２０１５）では、同じ非支配株主との取引である子会社株式の追加
取得において、資本剰余金処理には問題があると指摘されている。利益剰余金も含めて、剰余金
処理では、リサイクリングされることがなく、損益に入らないためである。また、川本（２０１３）
では、追加取得において、経済的単一体説に基づく会計処理を行う場合、全部のれん方式と購入
のれん方式の違いによって利益剰余金と資本剰余金という帰属先が変わることが指摘されている
（川本２０１３，４―５）。大雄（２０１５）では、パナソニックの事例をもとに、全部のれん方式と購
入のれん方式の違いが資本と利益の区分に影響することが示され、全部のれん方式ではのれんの
費用処理（IFRSでは減損処理のみ）を通して利益剰余金に、購入のれん方式では資本剰余金と
なるとされている（大雄２０１５，３１）。このように資本剰余金とすると、親会社説に基づく親会社
株主に帰属する利益を表示することはできず、両立はできない。
（３） 利益剰余金
経済的単一体説では、支配獲得後の子会社株式の一部売却は、資本取引であり、IASB（２０１１）
に従えば、資本の内訳のうち資本剰余金はもちろん、利益剰余金とすることも妨げられていない
ように思われる。たとえば、梅原（２０１０）では、非支配株主との取引の１つである追加取得の会
計処理の検討において、差額を利益剰余金としている。黒川（１９９８）でも、差額について連結上
の売却利益と資本修正が取り上げられて検討されている。
利益剰余金処理は、リサイクリングされず差額が損益に含まれないなど資本剰余金処理と同じ
問題点を持っており、親会社説に基づく親会社株主に帰属する利益を表示することはできず、両
立はできない。
（４） その他の包括利益（OCI）
１６ なお、森田（１９９８，１５）では、経済的単一体説の処理は、現時点では作成者側の感覚とは相容れないと
されていた。
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大雄（２０１５）では、追加取得において生じる差額を OCIにするという提案がなされている（大
雄２０１５，３６―３７）１７。さらに、事後の会計処理として、規則的な償却をとおしてリサイクリングを
行う提案がなされている（大雄２０１５，３８）。ただし、現行の概念フレームワーク等からは OCI
とするのは難しいおそれがあるともされている（大雄２０１５，３７）。資産と負債を重視する経済的
単一体説と、親会社株主に帰属する損益を重視する親会社説を両立させることを目指そうとして
おり、両立させるよいアイデアとなりそうである。
親会社株主に帰属する利益を重視する考え方からは、いくつかの工夫が必要である。連結上生
じる（基本的には親会社説と経済的単一体説の違いに起因する）OCIは、さしあたり親会社説
に合わせてリサイクリングすることが考えられる。リサイクリングは、OCIから純利益への振
替という純資産内の項目の振替なので、（少なくとも支配が継続する限り）基本的には資産と負
債には影響しないと考えられる。
しかし、一部売却において生じる持分変動差額を OCIとしたうえで、純利益へのリサイクリ
ングのタイミングを親会社説による損益のパターン、すなわち一部売却の売却損益に合わせると、
OCIが即時リサイクリングされるという問題が生じる。経済的単一体説からすると、一部売却
に伴って売却損益が生じることが問題であるのにもかかわらず、損益処理も OCI処理も、実質
的に同じ処理となり、売却損益（のようなもの）が生じることになってしまうのは問題であろう。
また、このように親会社説に基づく親会社株主に帰属する利益を表示するためにリサイクリング
を行う場合、代わりに経済的単一体説に基づく企業集団全体の利益が表示されないこととなって
しまうように思われる。
このように見ると、上記の（１）～（４）のどの差額の扱いにしても、親会社説に基づく親会
社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益を財務諸表本体で
両立させるのは困難そうである。
５ おわりに
本稿では、親会社説と経済的単一体説に基づく利益の違いおよび支配獲得後の子会社株式の一
部売却の会計処理の違いを示したうえで、支配獲得後の子会社株式の一部売却における親会社説
に基づく親会社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益の両
立を検討した。その結果、親会社説に基づく親会社株主に帰属する利益（図表１の）と経済的
単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益（図表１の）を合わせて表示するのは、のれん
の未償却額や一部売却によって生じる差額に関する問題があり、難しいことを指摘した。
のれんの未償却額は、親会社説では一部売却時に売却持分に対応する分だけ減額されるが、経
済的単一体説では減額されない。企業会計基準委員会（２０１３d）のように、経済的単一体説にお
いて購入のれん方式を採るときには、親会社に帰属するのれんが過大計上され、事後の損益のタ
イミングや金額に影響を与えることを示した。
一部売却によって生じる差額については、売却損益、資本剰余金、利益剰余金、OCIのそれ
ぞれを検討した。いずれも親会社説に基づく親会社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づ
く企業集団利益の一方を示せるものの、両立して表示することは困難であることを示した。企業
会計基準委員会（２０１３d）のように、一部売却時に持分変動差額として資本剰余金に含まれる額
１７ 企業結合等において OCIを用いるアイデアとしては、段階取得に関する山内（２０１０）がある。また、
窪田（２０１３）では、IAS２８号修正公開草案の審議の過程で、関連会社の持分変動から生じる差額を OCIに
する案が鶯地委員から出されているとされている。
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がリサイクリングされない場合、損益のタイミングが異なるだけではなく、損益の総額も変わる
ことになる。
今後の課題としては、親会社株主に帰属する利益と経済的単一体説に基づく企業集団全体に帰
属する利益の両立が可能な代替案の検討、持分法適用会社になる場合を含む支配喪失を伴う一部
売却の会計処理１８、非支配株主持分や包括利益の定義１９、支配獲得後の非支配株主との取引とリス
クからの解放との関係、支配獲得後の非支配株主との取引である追加取得と時価発行増資の会計
処理２０等が挙げられる。
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